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１．はじめに 

東日本大震災から 5 年が経過した。この震災を機

に日本国内の企業や行政機関では業務再開を迅速に

行うための BCP（Business Continuity Plan）・BCM

（Business Continuity Management）といった取組

みが注目を集めている。しかし、活動の継続が問われ

るのは企業や行政機関だけではなく、地域も同様であ

る。 

近年、日本では少子高齢化・人口減少に伴う地域の

持続性が危惧されている。大規模災害により被災した

場合は、新潟県中越地震や東日本大震災による被災地

域と同様に、人口減少と高齢化が加速される恐れがあ

る。そのため、京都大学防災研究所では南海トラフ巨

大地震が予想される地域で「災害に見舞われる前に」

地域の「営み」を継続させるための計画、すなわち、

「事前復興計画」の策定に取り組んでいる。 

本稿では、事前復興計画策定のモデル地区として和

歌山県由良町衣奈を選定した経緯を紹介した上で、住

民参加型のワークショップ開催を通した事前復興計

画策定への取組みと課題について考察する。 

 

２．モデル地区選定 

（１）モデル地区選定基準 

南海トラフ巨大地震による被害については、超広域

にわたる津波被害が懸念されている。和歌山県の場合、

紀伊半島の沿岸に 94 ヶ所の漁港（このうち 9 ヶ所は

流通の拠点でもある（１））を構えている１）。まず、こ

れらの漁港を対象に①漁港規模、②被害程度（立地環

境、津波高）、③地域の将来性（元気度、コミュニテ

ィの活性化程度、防災活動の有無、漁業の状況）につ

いて実地調査と行政機関へのヒアリング調査を行っ

た。図 1 がモデル地区候補地 10 ヶ所（塩津・戸坂・

簑島・衣奈・阿尾・三尾・周参見・串本・太地・勝浦）

を示したものである。しかし、田辺以南の地域は津波

による被害が大きく予想されており、現時点では事前

復興計画より避難対策を立てることを優先すべき地

域である。そのため、津波到達まで比較的時間の余裕

がある田辺以北の地域で将来の「営み」の継続につい

て議論できそうな漁業集落（２）を探すことにした。 

 

 

図 1 事前復興計画策定のモデル地区選定基準 

 

最終的には、漁業協同組合及び自治会へのヒアリン

グ調査結果からモデル地区を決定した。和歌山県の漁

業集落は全体的に少子高齢化が進んでおり、特に阿尾

では若手の担い手不足により伝統的なクエ祭りが数

年前からすでに中止されていた。一方、若い人の漁業

従事者が多い簑島は、太刀魚の水揚げ量が日本一のま

ちでもあり、地域の将来計画や課題抽出が急務である

という認識はまだ薄かった。衣奈の場合、半農半漁の

まちで漁業はかなり衰退してきている。しかし、塩

津・戸坂・阿尾・三尾などに比べれば、衣奈の人口構

成における若手の割合は高く、漁業協同組合も将来計

画の策定に取り組み始めていた。そのため、地域の営
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みの継続について今すぐ取り組めるまちとして衣奈

を最終的に選んだ。 

（２）衣奈地区の概要 

衣奈地区は、和歌山県由良町の北部に位置する半農

半漁のまちである（図 2）。平成 22 年の国勢調査によ

ると、人口は 661 人で、世帯数は 247 世帯、高齢化

率 34.6％である。この集落は、北側が海に面してお

り、その沖合には黒島が位置している。また、残りの

三方が山に囲まれている。集落の家屋は海沿いの平坦

地に密集しており、海から山に向かった小平野には棚

田が広がる。 

 

 

図 2 衣奈の小平野の全景と沖合の黒島 

 

衣奈はかつて一本釣りや定置網などの漁業で盛ん

なまちであった（図 3）。しかし、現在は高齢化に伴

い、ワカメ養殖を行う家が多く、県内有数の水揚げ量

を誇る。 

 

 

図 3 昭和 30 年頃の衣奈港２） 

 

３．事前復興計画策定での試み 

（１）防災対策と事前復興計画の差 

従来の防災対策では、「命を守る」ことと「財産を

守る」ことが目標である。そのため、命や財産を失う

ことや建物が壊れるのが被害の基準となる。この場合、

被害を軽減させるための対策を考えれば、防災対策に

繋がる。 

しかし、「営み」の継続を目標とする事前復興計画

の場合は、持続させるべき「営み」のレベルを被害の

基準としなければならない。大規模災害に見舞われて

も従来の営みが停止しないレベルを望む地域もあれ

ば、ある程度の被害発生は許容するが時間をかけて災

害前と同様のレベルまで戻せることを望む地域もあ

る。地域ごとに被害は異なるので、国や自治体が一律

に決めることはできず、地域住民が「自ら決定する」

プロセスが必要である。すなわち、図 4 のように理

想とする地域像（「①こんなまちにしたい」という将

来ビジョン）に対して、地域の現状はどうか（②現実）

について考え、③そのギャップを埋める対策（防災、

まちづくり）を立てなければならない。 

 

 

図 4 地域の「営み」を継続させる防災計画のプロセス 

 

（２）衣奈での住民ワークショップの概要 

平成 27 年度には図 4 の①、②、③のプロセスに倣

って衣奈での住民ワークショップを企画し、計 3 回

開催した。各ワークショップでは京都大学防災研究所 
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の研究者及び学生有志から講演・報告などを行った後、

約 20 人の住民が 4 グループに分れてディスカッショ

ンを行い、最後に各グループでの検討結果を全体で共

有するようにした。表 1 にワークショップの概要を

示す。 

（３）ワークショップにおける達成目標と成果物 

第 1 回ワークショップでは「衣奈の将来を考える」

というタイトルで、地域の良さについて話し合った上

で、将来ビジョンについて明らかにすることが目標で

あった。このワークショップでは将来の地域の担い手

となる小学生たちの声を住民に届けることと（図 5）

（３）、京都大学学生たちが考える地域の良さを伝えた

上で（図 6）、過去から現在、将来にわたって大切に

すべき地域の良さについて話し合った。グループごと

にアイデアを集め（図 7）、最終的には集落模型を囲

んで世代ごとの衣奈に関する様々な思いを共有した

（図 8）（４）。その他、まちの将来ビジョンを導き出す

ための衣奈の良さと課題に関するアイデアカードの

作成が行われた。 

 

図 5 衣奈小学校の学生たちが描いたスケッチ 

「こんな衣奈に住んでみたい」  

 

図 6 京大学生らが地域の宝としてアコウの木を調査中 

表 1 ワークショップの概要 （    は、グループワーク） 

区 分 第 1 回 WS 第 2 回 WS 第 3 回 WS 

開催時期 平成 27 年 9 月 26 日 平成 27 年 11 月 7 日 平成 27 年 12 月 26 日 

テーマ 衣奈の将来を考える 
南海トラフ地震の被害と影響： 

どんな津波が襲うのか、被害は？ 
衣奈のまちづくり方針を考える 

達成目標 
将来ビジョンを明らかにする 衣奈の現状を正しく理解する 現実と理想のギャップを埋める 

対策について考える 

具体的な 

作業内容 

子供たちが考えた良い衣奈 

外からみた衣奈の良いところ 

衣奈のまちを知る 

衣奈の将来を考える 

前回の振り返りと今回の内容説明 

2035 年、衣奈の人口は？ 

なぜ若者がいないのか 

衣奈の地震・津波被害を知る 

衣奈の地震・津波被害を考える 

前回の振り返りと今回の内容説明 

まちづくりのための浸水ラインを決める 

まちの被害を確認する 

衣奈をよくする 12 の取組み 

衣奈の重点課題について話し合う 

参加人数 住民 23 人 住民 21 人 住民 14 人 

アイデア 

カード数 
57 枚 135 枚 - 

特 徴 
地図と集落模型を活用した 

アイデアの集約・可視化 

多重津波浸水シミュレーターを 

用いた被害想定の民主化 

意見集約のためのシール投票 
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図 7 衣奈の良いところ探し 

 

 

図 8 住民の様々な思いを表現した衣奈の集落模型（1:1000） 

 

小学生と住民からの意見の中で最も印象深かった

のは、「今のままが良い」という意見であった。少子

高齢化・世代間の断絶・産業の衰退などの課題は抱え

ているが、大きな災害はなく過ごしてきた衣奈で黒島

や衣奈八幡神社境内の自然を大切にしつつ、伝統的な

祭りを継承してゆきたいという意見が多かった。一方、

6,70 代の住民からの意見では漁業や観光で盛況して

いた昭和 30 年頃の衣奈に対する郷愁が窺えた。 

第 2 回ワークショップは衣奈の現状に関する理解

を改める場であった。人口減少・少子高齢化に伴う現

在の課題を抽出するとともに、その対策についても話

し合った。次いで、ハザードマップに記載された地

震・津波に関する情報は命や財産を守ることを念頭に

おいたものであることを再認識した上で、「営み」を

守るための衣奈の被害想定を住民自ら選択すること

を試みた。 

図 9 は多重津波浸水シミュレーターを利用して、

南海トラフ巨大地震時の様々な津波浸水ライン（①安

政南海地震、②昭和南海地震、③M9 レベルの巨大災

害、④1000 回を超えるシナリオについての浸水回数

（度数））を示したものである。これらのデータを元

に「避難のための想定」と「営みを守るための想定」

を住民自ら描いて発表した（図 10）。 

 

 

図 9 多重津波浸水シミュレーターによる衣奈の多様な津波浸水

ライン（地図の濃淡は浸水域ではなく、選択した想定による津波到

達回数を示している） 

 

 

図 10 グループで決めた津波浸水ラインについて発表する住民  

 昭和 
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第1回と第2回のワークショップで集まったアイデ

アカード 192 枚は京都大学学生有志らによって再整

理された。アイデアカードからは将来ビジョンとして

「衣奈の良さを残したい」、「賑わいのあるまちにした

い」、「安全に暮らせるまちにしたい」という 3つの軸

に分けることができた。そのため、衣奈のまちづくり

の全体目標は「衣奈の良さが残るまち、にぎわいのあ

るまち」に定めた。その後、192 枚のアイデアカード

を再分類し、全体目標を達成するための、5つの方針

と 12の取組を抽出した（図 11）。 

 

 

図 11 衣奈をよくするまちづくり 12 の取組み（素案） 

 

第 3 回ワークショップは、第 1回と第 2回のワーク

ショップで出された住民の様々な思いを集約し、合意

を得る場であった。まず、各グループで描いた津波浸

水ラインの中から将来の地域の「営み」を継続させる

ための浸水ラインを住民投票で決めることにした。そ

の後、浸水域の中にあるが、地域で守るべき大切なも

のについて確認を行った。 

さらに、まちづくり 12 の取組みについて会場の住

民の合意を得た後、投票で重点取組課題を決定した。

重点取組課題として取り上げられたのは、「子供が増

えてにぎわう」、「若い人が残りにぎわう」、「漁業・農

業を残す」、「車を使わずに生活する」、「災害に強いま

ちにする」である。以下に、重点取組課題に対する住

民の思いを下記する。 

① 子供が増えてにぎわう／若い人が残りにぎわ

う：若い人は大学を機に衣奈を出ていくため、

農業や漁業の後継者がいないという現状に対

して、衣奈近辺に企業誘致や職場を増やす対策

が必要である。 

② 漁業・農業を残す：若者が農業を始めやすいよ

う農場を提供するなり、魚の養殖・海藻育てに

よる収入の安定化を図る。 

③ 車を使わずに生活する：病院通い、買い物の不

便さに対して誘い合わせタクシーの活用や移

動スーパー、コミュニティバス運行の見直しを

すべきである。 

④ 災害に強いまちにする：地震や津波による被害

よりも山崩れで避難路が閉鎖されるなり、幹線

道路が寸断され孤立する恐れがある。事前予防

だけでなく、避難路に関する再検討や避難生活

への不安を解消できるような対策も取り入れ

なければならない。 

（３）ワークショップに関する評価と課題 

計 3 回のワークショップ終了後、参加者へのアン

ケート調査を行った。住民からはワークショップの長

所として、①防災に対する意識の向上、②自宅や地域

の課題把握、③まちの再発見、④地域の人とのコミュ

ニケーションを通した将来ビジョンの共有などが挙

げられた。一方、若い人や地域の多様なステークホル

ダーの参加を促す必要があることが指摘された。住民

からの意見は順次改善を図っており、情報共有のため

のニュースレターの発行・配布はしているものの（図

12）、参加層の拡大には時間がかかりそうである。 

ワークショップ運営者側からは「最先端の知識と細

かい地域の話を合わせていることが面白い」という声

もあれば、「行政機関などでサポートすべき地域の課

題が見えてきた」という声もあった。しかし、「避難

のための被害想定」と「営みを守るための被害想定」

が異なると困難を招いて被害レベルを決められない

という短所もある。さらに、「営み」を意識した被害

のレベル（津波浸水ライン）を一つに絞ることはなか

なか難しく（５）、その合意形成の方策を検討しなけれ
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ばならない。 

 

 

図 12 ニュースレター「えなでのはなし」の一例 

（京都大学防災研究所 牧研究室より発行） 

 

４．おわりに 

本稿では和歌山県由良町衣奈地区で実施中の事前

復興計画策定プロセスとその手法について報告した。

ワークショップは、津波防災に対する意識向上の場で

あっただけでなく、まちやコミュニティ活動に関する

見直しができた良い機会であったことがわかる。また、

地域の課題抽出や将来に関するディスカッションで

は世代間の記憶の伝承の重要性を再認識することが

できた。 

記憶の伝承が難しくなった要因としては地場産業

の衰退、並びにインフラの生活圏の拡大を挙げること

ができる。結果的に、これらはかつての漁業集落の伝

統的な暮らしの姿を余儀なく変えてきた。したがって、

文化や伝統の継承方法も変化せざるを得ないところ

がある。その反面、「今のままが良い」という住民意

見からは「自然」や「歴史」、「文化」に対する誇りを

感じる。 

今回のワークショップを通して、「事前復興計画」

とは、様々な防災知識と地域情報（歴史（災害史も含

む）・文化・自然など）の融合を通して「営み」のレ

ベル（復興目標）を自ら設定し、その地域を担う世代

や産業、環境を共に育てるプログラムをデザインする

ことであることを改めて実感した次第である。 
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補注 

(1) 和歌山県の流通の拠点は、雑賀崎・簑島・阿尾・塩屋・

堺・田辺・周参見・串本・勝浦である。 

(2) 漁業集落は複数の定義がある。次の 2 つの定義が一般的

に用いられ、ⅱ）の漁港背後集落が漁村に近いが、漁港

のみならず港湾の背後にも漁業を生業とする集落はある。

本稿では、水産庁の定義に従っている。平成 25 年度末に

おける漁港背後集落は、4,176 集落である。 

ⅰ）漁業集落とは、漁港及び港湾背後の漁家 4 戸以上の

集落をいう（農林水産省「漁業センサス」） 

ⅱ）漁港背後集落とは、漁港背後の漁家 2 戸以上、人口 5

千人以下の集落をいう（水産庁） 

(3) 毎回のワークショップには 40 代から 70 代までの住民が

参加した。衣奈で事前復興について最初に住民説明会を

開催した際、住民から 2,30 年後に地域の担い手となる若

い世代からの意見も聞くべきという貴重な意見を頂いた。

そのため、衣奈小学校での出前授業を通して子供たちが

考える衣奈の将来ビジョンについて調べ、ワークショッ

プでは大学生有志が代理発表を行った。 

(4) 住民が衣奈の宝として取り上げたところを、全 5 種類（①

思い出、②自然のいいところ、③産業の跡、④寺社仏閣・

遺構、⑤その他）に分けて模型上に旗を立てた。 

(5) 実際、衣奈でのワークショップでは各グループの中で行

われたディスカッション内容を他のグループが十分熟知

する時間が足らず、住民投票は行ったものの、最終的な

津波浸水ラインを決定することには至らなかった。 
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